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はしがき

　平成 25 年 9 月 30 日に公布された「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建

築物の所有者の判断の基準」（平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 1 号 平成 25 年経済産業

省・国土交通省告示第 7 号一部改正。）では、「外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基

準」と「一次エネルギー消費量に関する基準」が規定されており、これらの基準に適合するかを

確認することが求められている。これらの基準に適合しているかどうかは、独立行政法人建築研

究所のホームページで公開されている「PAL ＊算定用 WEB プログラム」及び「一次エネルギー

消費量算定用 WEB プログラム」等を利用して判断を行うことになるが、これらの算定用プログ

ラムを使って評価を行うためには、建物の詳細な情報が必要となり、労力を要する。そこで、旧

基準で規定されていた「ポイント法」及び「簡易なポイント法」に替わる、小規模比住宅建築物

を対象とした簡易な評価法としてモデル建物法を新たに開発し、建物の外皮及び設備の仕様を選

択肢から選択することにより、外皮性能及び一次エネルギー消費量が基準に適合しているかを簡

易に判断する仕組みを構築した。本資料は、モデル建物法の概要、モデル建物法によって評価を

行う際のルール等について解説をするものである。

　プログラムの開発に当たっては、国土交通省国土技術政策総合研究所及び独立行政法人建築研

究所と一般社団法人日本サステナブル建築協会による調査活動との連携による成果、及び独立行

政法人建築研究所と国土交通省建築基準整備促進事業の事業主体との共同研究の成果が活かされ

ているほか、様々な機会を通じて得られた多くの学識経験者、民間技術者の方々からの貴重な意

見が反映されたものとなっている。ここに記して深甚なる謝意を表したい。

平成 25 年 11 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通省国土技術政策総合研究所 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副所長　　金井昭典 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人建築研究所 
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　本書は、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく「エネルギー使用の合理化に関

する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（以下「省エネルギー基準」という。）」の

ための「モデル建物法による評価方法」について解説したものである。

　省エネルギー基準は平成 25年 1月及び 9月に改正され（以下「平成 25年基準」とい

う。）、非住宅建築物については、外皮性能及び建築設備（空気調和設備、空気調和設備以外の

機械換気設備、照明設備、給湯設備、昇降機）の性能（効率）を6つの指標（PAL、CEC/AC、

CEC/V、CEC/L、CEC/HW、CEC/EV）で評価する従来の方法から、外皮性能については新

たに定義された新年間熱負荷係数（PAL＊：パルスター）という指標で、5つの設備の性能に

ついては一次エネルギー消費量という1つの指標で評価をする方法に変更された。

　新年間熱負荷係数PAL＊及び一次エネルギー消費量の算定方法は告示で規定されており、こ

の規定に基づいた算定ツールの 1つとして、独立行政法人建築研究所のホームページにて、

PAL＊及び一次エネルギー消費量を算定するためのWEBプログラム（PAL＊算定用WEBプ

ログラム、一次エネルギー消費量算定用WEBプログラム）が公開されている †。これらのプ

ログラムを用いて評価を行うためには、建築研究所のホームページで公開されている「外皮・

設備仕様入力シート」に外皮や設備の仕様を入力し、これをWEBプログラムにアップロード

する必要がある。この入力シートには、評価対象建築物の全ての室の仕様を入力し、各設備が

どの室に設置されるかを把握して入力する必要があるなど、入力シート作成のために必要とな

る情報量が多く、詳細な評価ができるものの、評価にはやや手間と時間がかかる。評価の簡略

化を狙って、主要な室及び設備の仕様のみを入力する「主要室入力法」が開発されてはいるが、

旧基準にあった「ポイント法」や「簡易ポイント法」のような、より手間を掛けずに簡単に評

価ができる方法が必要とされている。

　このような背景から、評価（届出）に要する作業の負担を軽減することを目的として、

5000㎡以下の非住宅建築物を対象として、従来のポイント法と同程度の情報で評価ができる

「モデル建物法」が開発された。モデル建物法は、建物用途毎に建物形状や室用途構成などを決

め打ちしてしまい（これを「モデル建物」という。）、このモデル建物に対して、評価対象建築

物の外皮や設備の仕様を適用した場合のPAL＊及び一次エネルギー消費量を算定して評価を行

うものである。PAL＊及び一次エネルギー消費量の算定ロジック自体は、前述の独立行政法人

建築研究所が公開しているWEBプログラムと同じものであり、モデル建物法の適用を支援す

るための「モデル建物法入力支援ツール」が別途、独立行政法人建築研究所のホームページに

て公開されている。本書では、外皮および設備ごとにモデル建物法入力支援ツールの入力項目

の入力方法及び選択肢の選択根拠資料（仕様の集計表）の作成方法を解説する。
†�　独立行政法人建築研究所による省エネ基準に関する技術情報　http://www.kenken.go.jp/becc/index.html

本書の使用にあたって
１．はじめに
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（1）．計算対象とする建築設備の定義

　建築物の省エネルギー基準（平成25年基準）において一次エネルギー消費量の計算対象と

なる建築設備は、「空気調和設備及び冷暖房設備（空調設備）」、「空気調和設備以外の機械換気

設備（換気設備）」、「照明設備」、「給湯設備」、「昇降機」、「エネルギー利用効率化設備」である。

　ただし、次の（2）．に掲げる室に設置される設備及び（3）．に掲げる設備は、一次エネルギ

ー消費量の計算対象とはしない。

　計算対象となる設備、対象外の設備の概要を表 -a に示す。この表では旧基準からの変更点を

強調して示している。

（2）．計算の対象とならない室の例

１）物品、サービス等を生産するための室

　　工場等における物品を生産するための室や、機械・設備によりサービス等を生産する室に

ついては、その室にある空調設備・換気設備・照明設備・給湯設備・昇降機等のエネルギー

消費量が、生産活動のためのエネルギー消費量と不可分であると考え、計算の対象とはしない。

　○対象とならない室の例

　　・工場等における生産エリア

　　・工場等における生産エリア内の通路スペース及び搬出入スペース

　　・電気事業、熱供給事業等を目的としてエネルギーを生産、供給するための室

　　・特殊な目的のために設置されるクリーンルーム等

　　・水処理設備、焼却設備等が設置された室

　　・業務用冷凍室、業務用冷蔵室

　　・データセンター（コンピュータやデータ通信のための装置を設置・運用することに特化

した建物又は室）における電算機室

　　・実験室、動物園、水族館、遊園地等において特殊な環境を保持する必要がある室

　　・機械式駐車場（従属用途も含む、吊上式自動車車庫や機械式立体自動車車庫等）

　　・その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類する室

２）防災、安全、防犯、避難及びその他特殊な用途のための室

　　防災、安全、防犯、避難及びその他特殊な用途のための室については、省エネルギーの措

置をすることにより、本来の目的に影響を及ぼすことも考えられることから計算の対象とは

しない。

2．設計一次エネルギー消費量の計算対象とする室・設備
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　○対象とならない室の例

　　・免震、制震設備等が設置された室

　　・非常用の発電設備、バックアップ用機器等が設置された室

　　・水害等の災害対策のために設けられた室

　　・シェルター室等

表 - ａ　計算の対象となる設備とならない設備
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表 - ａ　計算の対象となる設備とならない設備（続き）
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（3）．計算の対象とならない設備の例

１）防災、安全、防犯、避難及びその他特殊な用途のための設備

　　非常時における発電設備やバックアップ用機器のような定常的に稼動しないことが明確で

ある設備、誘導灯や防犯灯のような安全、防犯、避難に係る設備は計算の対象とはしない。また、

研究室等において使用される有害ガス用の局所換気装置（スクラバー、ドラフトチャンバー等）

においても、計算の対象とはしない。

　○対象とならない設備の例

　　・常時運転しない非常用発電機室の換気設備

　　・予備機としての空調設備・換気設備

　　・蓄電池室の水素除去用換気設備

　　・オイルタンク室の油分除去用換気設備

　　・不活性ガス消火の鎮火後用の排風機のように常時運転されない換気設備

　　・常時点灯しない階段通路誘導灯

２）売電のために設置された太陽光発電システム

　　発電した電力を売電する場合は、計算の対象とはしない。売電をしない場合は、100％自

己消費するものとして、計算の対象とする。

（4）．その他の取り扱いについて

１）乙工事、テナントの取り扱いについて

　　乙工事の対象室やテナント部分については、完了検査時の間仕切り、設備による評価を行う。

仕様が決定していない設備については、デフォルト仕様（基準一次エネルギー消費量を決め

る際に用いた標準仕様）を適用して一次エネルギー消費量を計算する。

２）複数建物向けの建築設備の取り扱いについて

　　複数建物向けの建築設備については、建物毎に設備能力を按分して評価しても良い。但し、

按分の根拠資料は別途提出する必要がある。また、将来的に新棟建設等により建築設備の負

荷増となる可能性があり、あらかじめ負荷増を見込んで建築設備を計画する場合においても、

設備能力を按分して評価しても良い。
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■PAL＊算定用WEBプログラム、一次エネルギー消費量算定用WEBプログラム

　「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（平成

25年経済産業省・国土交通省告示第1号）」の規定に準拠した、非住宅建築物のPAL＊及

び一次エネルギー消費量を算定するためのWEBプログラム。このプログラムは、独立行政

法人建築研究所のホームページ（http：//www.kenken.go.jp/becc/index.html）で一般

に公開されている。

■モデル建物法入力支援ツール

　モデル建物法による評価を支援するためのツール。独立行政法人建築研究所のホームページ

にて公開されている。モデル建物法では、評価対象建築物の外皮及び設備の仕様を、主とし

て選択肢から選ぶことにより評価を行うが、このツールを利用すれば、WEBブラウザ上で仕

様を選択して「計算」ボタンを押せば評価結果を得ることができる。

■設計値

　「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建物の所有者の判断の基準（平成25

年経済産業省・国土交通省告示第1号）」で規定された設計PAL＊及び設計一次エネルギー

消費量のこと。

■基準値

　「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建物の所有者の判断の基準（平成25

年経済産業省・国土交通省告示第1号）」で規定された基準PAL＊及び基準一次エネルギー

消費量のこと。

■BPI（Building�PAL ＊�Index）

　PAL＊算定用WEBプログラムで算出した設計PAL＊を基準PAL＊で除した値。BPI の計

算結果が1.0 以下であれば基準に適合していると判断できる。

■BEI（Building�Energy�Index）

　一次エネルギー消費量算定用WEBプログラムで算出した設計一次エネルギー消費量を基準

一次エネルギー消費量で除した値。BEI の計算結果が1.0 以下であれば基準に適合している

と判断できる。

■BPIm、BEIm（BPI,�BEI�for�Model�Building�Method）

　モデル建物法による設計値をモデル建物法による基準値で除した値。PAL＊算定用WEBプ

ログラム及び一次エネルギー消費量算定用WEBプログラムで算出されるBPI、BEI と区別

するために、「モデル建物法」を意味する「m」を付ける。

3．用語の定義
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■モデル建物

　モデル建物法において、建物用途ごとに想定した建物。モデル建物法では、モデル建物の建

物形状及び室用途構成に対して、評価対象建築物の外皮及び設備仕様を適用することにより、

BPIm、BEIm を算出する。なお、PAL＊算定用のモデル建物と一次エネルギー消費量算定用

のモデル建物は異なる。

■評価対象建築物

　モデル建物法において、評価の対象となる実際の建築物。モデル建物法では、評価対象建築

物の外皮及び設備の仕様をモデル建物の建物形状及び室用途構成に適用して評価を行う。

■計算対象建物用途

　モデル建物法では、評価対象建築物を建物用途ごとに分割し、各建物用途についてPAL及び

一次エネルギー消費量を計算しなければいけないが、その計算の対象とする建物用途のこと。

モデル建物法の適用は計算対象建物用途ごとに行い、評価対象建築物内に存在する全建物用

途の計算結果を合算して、評価対象建築物全体の評価結果を得る。

■集計表

　モデル建物法入力支援ツールでは、例えば外壁の平均熱貫流率など、評価対象建築物内にあ

る複数の部材の仕様を平均した値を入力することがあるが、この平均値等を求めるための表。

評価を行う際には、外壁や窓等の仕様、設備機器の仕様等を整理して合計値や平均値等を算

出するのに用い、届出の際には、選択肢の選択根拠資料として審査側に提出することが推奨

される。
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